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基安安発1128第1号

平成23年 11月28日

社団法人日本産業車両協会会長 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

「有軌道台車Jの労働安全衛生規則第 19 5条

に規定する軌道装置としての適用について(回答)

平成23年 11月24日付け文書をもって照会があった標記事項について、下記のと

おり回答する。

ただし、貴協会規格に規定する有軌道台車について、事業場等での使用段階における

改造や変更、誤った使用方法により、平成23年 11月24日付け照会文書の記のいず

れかに該当しないことが明らかとなった場合には、労働安全衛生規則l第195条に規定

する軌道装置として取り扱われることに留意のJ土、会員企業及びユーザーに対し、製造

段階及び使用段階における安全対策の徹底を図るようお願いする。

記

有軌道台車に係る労働安全衛生規則第 195条の適用に関する取扱いについては貴

見のとおり。



厚生労繭昔、労働基準局

安全衛生部安全課長殿

思ヨ

1 1産車藷第102号

平成23年11月24s

「有軌道台車」の労働安全衛生規則第 19 5条

に規定する軌道装置としての適用について(調会)

平素より、当協会の取組と御指導を賜り感謝申し上げます。

さて、事業場等て怯用される荷世運機装置のうち、軌道を有し、かつ、当核軌道上に

設置された台車を用いて荷を運撤する装置については、昭和53年12月11日付基収

第606号の 2 (~IJ訴し以下 f解駅例規j というJ に基づき、①当該設構が企てコ

ンピュ←タにより制街Iされ、②無人の状態で荷を搬送する装置であり、喧台車の構造、

駆動方誤及び制綱方法部従来の軌道装置と大幅に異なるものであって、@構造上、脱穂、

転倒等その他労働災害のおそれがないと考えられ場合には、当面、労働安全衛生規則第

1 95条に規定される軌道装置として取り掛わないことどされているところです。

当協会においては、軌道に機械的方法でガイドされて移動する蕪人目台寧により、工

場や物流施設等において、製造設備や保管設備等と連動して、荷物の搬送IC用いる荷投

運搬装置(以下、[有軌道台車j とU寸。)に関し、 rJIVAS A07 地上有軌道台車一安

全通則(平成10年制定社団法人日本産業車両協会規格)J (別融2)を定め、その普

及に努めている主ころです。

同規格に定める有軌道台車に封する要求事項&V'労働災害防止の観点から設けるべ

き安全装置等の内容は下記のとおりですが、事業場等で佳用される有軌道台Z誌が下記の

いずれにも該当する場合においては、解釈伊l規で示された装置と同等以上の安全企が確

保されるものと思料されるため、問解釈例規において示された取担いに準己、当面の問、

労閣安全衛生規則第195条に規定する軌道装置に該当しないこととして取り担われ

るものと解してよろしいかお情いしますe

記

l 当協会規格における有軌道台車の定義

有軌道台車とは、軌道に機械的方法でガイドされて移動する無人の台草であり、工

場や物流施設等において、製造設備や品管設備等左連動して、荷物の搬送に用い白れ

る荷役運拠装置である.

2 構造

有軌道台車は、その台車の構造、駆動方式及び制綱方法が従来の軌道装置と大幅に

具なっており、台車部軌道から離脱しない構造を有することから、脱線、転剖等その

他民害を昌生させるおそれがない機構となっている句IJ添3)固

3 制目卸・操作

上記構造から、有軌道台車は、人が乗車せずに、走行エロア外部からコンビユ}タ

による制御又は日モート操作によって走行する機構となっている(別添4)。

4 メンテナンス時等における台車の樹子範囲等動作領域への立入防止措置

(1)有軌道台車は、作業者から偏向推されている機構となっており、本質的に作業者へ

の危害を加える危険性が陣去・舷融されている{別酔5). 

(2)また、有1軌道台Z誌の劃宇領域への出入り口には、保守点検などの作業のため、安

全プラグ等フェイノレセーフ機能を有する装置が設置されており、作業者出立ち入る

ときには、その出入口から接近可能な区域の台車を樺止しなければ立ち入ることが

できない機構となっている。



~IJ添1

建設機械等(自~第 2 繍搭 2章)

第 3節軌道装置及び手押し車両

本筋においては，軌道装置且ぴ手押し車両，軌条等についてそ丹縫進等を

定めたものである。軌遊星空程内定義は第195粂で定めている.

ずい遊等建設工事』こおいて，銅アーチ支保工の普且によ甲大断面，長大ず

い遊等の建設が可能となり，合わせて掘都機，ずり務機等の機核化施工が進

み軌道装置も多く使用きれている。また，工場等町内部でも荷の遠権等のE

約で使用されている，これらに伴い軌道装置によるJA害も歩発している。

災害の型としてI;l;，車両にv.かれる，車両と;ii;.得工等とに強まれる，車両
と車両とが箆突するなどが主な災害である。このため本節では軌道議置及び

これに用いる草稿等町構造上の弼牛と労働災害防止のための必要な措置を定

めている.

第 1数総l¥IJ

(定義)

第195弗 この省令で軌道装主主とは，事議場附帯の軌道且ぴ主宇部，動力

耳も巻上げ機等を官むrー初の装置τ1動力を沼いて軌条によワ労働者

又は荷物を運搬する用に供されるもの(鉄道営業主主(窃治33年法捧第

65号)，鉄道悪業法(昭和61年接待第92号)又は軌道法{大正10年設律

第76号)の遮用を受叶るものを除く.)をいう.

伊都政玄(昭和62年労令8号)

[参開条文等1

f針留の!il!ll等，~法係;88粂， r:t磁の届出をすべき機械簿，~安衡問符"粂t 安策関刻表
第?の9

軍二二ID
本条l立2 軌道袋寵の定義を定めたものである。
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直三二回
趣旨

捧195尭

本条i立，軌道装置の定裁を定めたものであるが，ここで定

める軌道装置は一般的に事業場附帯て'資材等を運搬する呂的

で設けられるものを指すも円である。鉄道事業法ほか Z法の

いずれかの適用を受けるも町はそれぞれの法令の規定による

べきこととなる。

本条の巻上装置には鋼索による車関連続!と使用するもので

品づて，船古附属の巻よ装震はこれをすまない趣旨であると

いう通達(後掲)があるように，本条の目的と異なる巻上設

置はa軌道装置に官まれないもので品るb

j トラパーサー単体は軌道装置に含まれ牢いが，一位的にト

ラパーサー単体で使用することは少なし軌道袋置の一部と

Lて使用されるのが一般的である。このように全体の一部と

して使用されるものは3本条町適用を受けるものである。(昭

23.5.11器発第737号，招23.2.13器発第910号， aM24. 8. 8器収

第2480号)

なお，建設工事に用いられる軌条の軌閤は， 610mffi， 162mm， 

914oom， 1067mm， 1435mmである。

パ

軌条

まくら木

絵護霊罪主登話量
刻、~路鉱

軌道断簡函

道床

なお，本条に主主的る合軌道装置については法第88条第1項又

は第2項内定めによワ所轄労働基準監督場長に計画の話出を

干子わ〈旨ければならない。
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I 建設機械等(目。第2編第2章)

事亙亙!!l

巻上げ捜

本条町巻上げ識は，鋼索による車問運転に使用するものであって，始古附属の

巻上装置はこれを官まない趣宮である。〔昭23.5.11器発737'号 BN33.2.J3基発第

90号)

1s規則との相違点

軌道装置における労働虫害内発生状況に鑑みE 従来的規則内容を装備するとと

もに，草両と側壁等との間隔v人:;;.，車両の後押し運転時における措置等に閲す

る規定を新設したこと(第J96条~揺233;;長)(昭47.9.18基発第60J号の1)

トラバーサーの車扱い

回 トラパーサーは構造上軌道及V動力原動機を有しているのて1労倒安全衛生

規則第414条(現行=安衛刻第195条)の規定によれば軌道装置としての適用をう

けるものとして解されるカせ日何。

fl'l トラパーサーのみでは，規則第411条. (乳符=安衛別第195条)1己規定する軌
道装置ではない。しかし規則第4編第5掌〈現行=安衛則持Z編第2章第3筒)

軌道装置且び手押平河内規定の適用を受ける軌道に接続して使用されるトラパ

サーは規則第4編第5寧(現行=安衛制198条'199条)軌道装置及び手j甲車両(揮

416条(現府=安衛RU196長)且v'揮418晶(現行z安衛則198朱・199条)を除く)

円適用を受ける。(昭24.8.8基収鮪248C号，昭33.2.凶器発揮90号)

技締開発lニよる「婦人型コイル搬滋設備」に係各労骨安全曲生規則第195皐自適用

1:ついて

す則鍋管内叫町議に伴う拠地開虫垂…計

固め届出が提出されました.当該設備は，新しい技術開発に搾う装置であって，

そ内臓はJJij添のとおりですが，竺世俗全おζ立民主主叫盟主ム

無人の状態でコイルを搬送する装置であり，古車の構造』駆動方式且ぴ制御方法

一 一1::1'いて笠担魁鎮毘む主婦唱白地主』エ，....l..叫鱗邑ム，ーJ脱線，.

竪盟竪盟盟主竺主主主主弘法主主主位互主主民地き釘監慰盟95

条に規定される軌道鑑置とl..'OlY，ry扱わないこととして走塁L主之主吋明王子町ごー 〓ー一一←一教示をお願いしますム

)jJ)添

無人型コイル搬送設備
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第195最

1.概要

当設備は， N社が製鉄所持設工事こ伴い，熱延工場内に設費を計画し
たものて九コイル移送ヤーにロイ11〆時却ヤード耳v'成品コイJレヤード

について電子計算機制御により自動的にコイル町搬送を行うものである.

この方式による設備は，我国では初めて採用さ札るものであるa

2.当該設備の概要

地上運搬設備

別添l

よ4空! ① @ @ @ @ 

使用 目 的 持却コイ コイJレ司 成品コイ 出ル荷の搬コ送イ 出荷コイ
Jレの搬送 移送 Jレの搬送 んの描送

Jレーフ，式
ル(ー移送プャ式

Jレープ式 Jレープ式 ループ式
[措却， (成品， 出(将成品目 (成品，

起.!<且び科点位置 スキンパ ード内) スキン，f ヤー 出荷ヤー
ス且び移 スヤ{ド ド向) ド内)
送ヤ」ド 内)
内)

勾国(平均勾砲) を L なし なし なし なし

軌道町長さ 487m 12m 518m 193m 235m 

最小曲線半径 8000111.111. 4500岡田 8000岡田 4500剛 1 4500El1!1l 
最 急勾 国 なし なし なし 在し な L

車九 間 1500mm 1500，皿 1500mm 1500叩 1500mlll 
単線'複線の別 単線 単線 単組

5案単Ok内./軌線条m 
単級

軌道重量 5案307k同内g/軌/条m m 5案207kk内gg/軌/条m 皿 E案307kk内gg/軌/条m m 案5307kk内gg/軌/議m m 
37k./m 

橋梁町長;; 長11400 な L な L な L "" l.. 
"現

幅，且ぴ構造 車哩330Qmn:
型鋼構造

合平最大運転速度 100/min 60/min 100/刷 n 60/min 60/min 

地上運搬設備 ヒ:')1ト ピット ピット ピット ピット
構造 構造 構造 構造 構造
ピット ピット ピット ピ'7ト ピット
周囲に

安周全囲榔に
局囲に 帰国に

安周全囲捌に
安全獅 安設全置加 安全赫
設置 設置 設寵 設置
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12.百

建設機棋等(目。第2摘草Z章)

3.当該設備円運転系統

電子計算機甲i栂による運転については，別添E箇に示すとおりである

が、中央T草子計算機からの指令は、予め設定され記工程運行管翠，機械
運行官習のプログラムに従ってプロセスコントローラー及びヤードコン

トローラーにより具体的な指令と在ってそれぞれの自動化機械ごとに設

寵されたステーシヨシコントローラーに伝えられ，自動的に操作が行わ

札る方式となっておry，礎実に作動が#了すると確認等の信号が中央電

子計算機までフィードパックされ，次的指令がだされてゆくものである。

第195長

別添2

電子計算機による運転系統

圧延

プロセス

コントローラ」

S-7 

『吋

製品の琉れし

(製品音器) 操業指示

己
→ 

1:1フィード
パッ7
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I 建設機械等(肘第2編第2牽)

別添3

4 当該音量備による危険防企対策

(1) 当該殴イ閣は，電子計算L待。向指令により運転制御する無人運転である

とともに， コイル移送ヤード，ョ-i!レ昨却ヤード且ひ下出品ヤード町自

動化さ札，断続E分のクレーン穣込み部舟のみ自動化さ札ていないも

のである.

また，台車走行場所にはt作業者町立入りを禁止するとともに，立

入りを禁止するため町櫛を設置する。

(2) 割峰比専用ピ γトに設置¥-，台車内止部古枠と床面i玄関一平面と

¥-，曲線部については，コイル転倒に際しても耐え得る保護櫛を設置

する.

(3) 古手運転に際し軌条の曲車に対応して台車内最高速度を限定し，ま

た当該台車内精迭も通常のポギー古車とは具合ワ，案内ローラーを設

けた一軸一輪駆動方式とするほか.古車枠上の車体長軸を中心トに回転

させて，曲線部においても案内車九条によ札車軸l之官に軌条と車角に

なるようにしたことにより，曲線部遇過の抵抗等を減少寄せるととも

に，脱議及υごコイルの転倒等を防止している，
走行車軸i土Z紬とL.，進行方向前軸側は駆動輸のない従事軸で;l， ry

tr.右独立回転ができる構造と在っており，後側は左右私立回転ができ

るが電動機剖抑装置及び時速装置を取り付けた一輪駆動の動車軸とな

っている。

なお，脱線19..V'コイル転倒に関する安全性については、脱線係数及

び安全車がそれぞれ0，07及び7，1以上と推定される安全性は極的て高

いものと判断きれる。

(4) 台車の上到防相こはι コイル専用の受合を装置し，コイルの惰怯位よ

る転が0を防止している。

古車(動力車)

130 

l ‘古数 24古

2 型式 電動自走式(無人)

電子計算総制御により制榔室よりの指令(無線)により

自助走行する圃

3.古車裏目

イ自重

ロ 最大積載物質量

16トン

36トン

ハ主要寸歩

ユ走行装置

台車の長さ

古車内幅

台率の高さ

メfイド車輪付

5200mm 

2250汀血

1200mlll 

一軸古亭車輪径 630mm

ホ電源 AC 400V 50瓦z 3~ 

へ電動機 最大 22Kw(各台車にー基設霞)

揖195最

ト 制胸方式 サイリスター 一次電圧発電ブレーキ制御

チ制動方式 発電ブレーキ 電磁プレ」キ

リ停止精度 土5{)mm

ヌ コイル受台 V裂翻定受古

4.古車寄部内構造

イ 車体台枠

肘) 古枠は1 形鏑及び鏑棋の紘合わせ溶接構造である.

(0) 台枠の前後は円形とし緩衝装置を取付ける.

付古枠内古車中4倒位置に古草回転中心軸受を設置する.

(~) コイル受古はV型とし安定はかる.

ロ 走行著書置

Uイj 走行車軸は進行方向に船取り周案内ローラーを設けた一輪}輪駆

動方式とL.，古車枠ょの車体受軸を中心lこ回転し.曲織部において

も案内軌条により草軸は常に軌条と宜角になるように陵定1.-，出線

通過時の走行2附t，車輪及び軌魚の~務主主ぴに軌条に与える横圧を

極力少を〈している。

(ロ) 走行革執はニ亭執とL.，進布方向前側は駆動輸のない従車軸.後

側は電動ぱ機，昔1I動装置及lf減速装置を取付けた一輪駆動の動車軸と

する.

付駆動輸は車軸に圧入し，他町従動輸は紬受内臓車輪とし左右別々
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1 主主設機械等(則第2編第2'聖}

に回転できるe

ハ運転方式

原則的には，計算機からの指令による自動運転によるものとするが，

切替スイッチによワモード選択を行う型式としてHる。

即ち督

自動運転…計罫識からの指令による自動遅転を行う。

半自動運転ー計算磯からの指令とは無関係に監説室内円オベレーP

ーによる必要最小限的手動操作でシ~ケンンヤんに運

行するものとする。

乎動運転l 試運転を目的とLたもので，遮張者により単拙に運行

するも町で，実作業では使用しない。

悶:賞見町とおい取扱われた同(昭氏 12会 11基収第606号の 2) 

一第 2款軌道等

(軌条町重量)

第196条事業者は，軌条の重量については，次の表のよ綴=舟ずる草商

E重量に応じて，間表町下欄iこ掲げる軌条重量以上としさCければならな

し、e

車問重量 |軌条霊堂

5トン未満 I 9句伊
5トン以上10トン未満 I~JAv;グラ.þ. / 

旦と主主竺3ií~r'I ~片ログラ宇/
15トン以土/ 陶芸生

I事1¥¥¥，正文等/

/f1払謀者の蒸すへき措置等~=法第叩象第 1号

/ 本条は 軌道装置の車両重量に応じて軌道の霊堂を定めたもので品ム

132 

/ノ

/' 

別添2

野本産業車両協会規格(制定原案 J1 VAS 

地上有軌道台車 安全通則 A07-1998 

On ground rail g田 dedvehicles-General rulee on the ssiety 

序文 この揖格は、平成7年宜から平成9年産までの3年継続事業として通高産業省

工業技術院委託(財団法人8*担格協会再聾托)の下で、有軌道古車の珪用者へのアン
ケート調査、冨内RtJ海外の笹尾宴盟問査などを踏まえた無人阻世システムの塩恕化に

関する調査研究書員会の審監を桂て、社団撞人沼本産業車両協会が制定する日本産業主主

間協会規絡(JIVAS)である園

1適用範囲 この鏡絡は、屋内において産業用に使用し他の部分と隔離された走路

(専用走路)でかつ軌道を有し搬送を主な目的とし 自動運転される地上宥軌道台家{以

下、台車という.)の安全について規定する.ただし、生産機揖RtJ生産工濯をt完成す
る台車.btV)J=アモータを鰐いた台箪は除く。

2.定義 この規格で用いる主な用語の定義i立、 JIVASA06(有軌道会主主一用

語)による，

3.走行装置

3，1.停止装置 台本i立運転状怒のいかんにかかわらず、定格費量明戦説態(以下、金

負荷という。)で定格速度より安全に描日車L停止できる次の停止装置を霞ける。

.)停止畢径は貫主置遮断時には有効に作動しなければならない.

3.2強制揖連装置 安全上の観点から次の速庄制限を行う必要がある場合には、自動

的に必要な速度以下に誠連させる装置を設ける。

a)繭韓走行時などに台E客足び荷の安定伎が損なわれない速度.

b)軌道終端部で強制停止装量が作動し、官主震が終鑓ストッパなどに当たらず停止でき

る連産.

3.3.強制停止装置{電源遮断装置) 軌道終端部には、古車の軌道外への逸走を防止す

るための電臨適断装置を設ける.電顕遮断装置が作動した場合、古車の動力也掠を遮断

し、台.1ま終端スト yパに当たらずに停止するものとする。
3.4.説線防止装置 台車には走行轄又はガイドロ}ラが破損していても脱線を岱iとで

きる装置を設ける.

3.5過速庄検知装置 走行連宜が 1.5mJs以上の台率においては定格速宜の 25%又は

O.5m1 sのいずれか埠い方のiiI:を加えた瞳以上の速度が1秒以上腿躍した揚会はすみや

かに台草を停止させる韮置を世ける.この擁銭は台車連産制{卸の中!と組込まれたもので

兼用してもよい.物理的に定格珪度以上iこならない揖携、構造の台車においては過速度

検知装置を殻けなくてもよい.

3.6 衝突防止装置 伺ー軌道ょに複数の台車を設置する揚合は、台車椅互開の衝畏を

防止する装置を設けるe衝突防止装置は定格速度{強制誠速走行械においては揖速され

た連軍)で走行中でも安全に棋連、停止し台車問の衡摂を訪止できるものとする。
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3.1.走行速度目制限 台本が安全防謹物で回われていない領域を定荷するときの速度

は、 O.25m1s以下とする。

4.荷台及び移載装置

4.1.荷の保持装置 荷台又は移載装置には台車の動作中、非常停止時及び電源遮断時

において荷を碓実に保持できる装置を設ける。

4.2.荷位畳異常槙知装置 荷の帯輯l<U台車自動作中に荷の位置不良から生じる荷の

落下などの事故を防止するために、荷台ヱは帯載装世に荷位置異常檎知装置を訟ける.

4.3.移輯装置申インタロァタ 移戯装置には、移載位置以外では作動しないようなイ

ンタロックを設ける.

6.軌道 軌道から台車部逸走することを防止するために、次の安全議置を設ける。

5.1終端ストクパ 軌道齢端部には、金負荷の台車が定絡速度で簡揮しても台車が軌

道外へ逸走することを防止できる強度と構造を有する終端ストツバを置ける。

5.2.軌道由替部由インタロック 台車が、固定軌道と移動軌道の接合部に進入する際

に、両方の軌道が接合されない場合は、省寧が停止するイシタロックを設ける。

5ふ軌道切替部でり強制樺止装置(電源遮断装置) 画定軌道と帯動軌道の接合部に

は、冨定軌道と移動軌道封接合されていないときに有劫に働〈軍習占断装置を設ける.

電器遮断聾置が作動した措合、台車の動力習時を遮断し停止する。

6感電防止 感電訪止のために次円安全装置を設ける.

6.1給電蝿台寧に桔篭ずる結電線は、保守点検作業時の感包坊止が可龍なものとする.

6.2町静電気の障去 静電気出昔靖する可能性のある台車では静電気を除去する手段を

講じる。

6ふ接地融 軌道に拍って接地軸を置け台本は常に接地しておく。接地描は保守点検

作業時の感電防止が可桔なものとする。

7.危険区械への立入り防止 台本走行l<V移載申すA ての動作領暗は、作業者が立

入るととを防止するため、 E寄与 1800回以上の安全防瞳物で臣うものとする.

7.1.副作間埴への出入り口 県守点検作業のたゆに安全曲誼物に官ける出入り口には、

安全プヲグ、キースイ yテなどを付設した扉を設け、作業者自立入る際には、その出入

り口より接近可能な匡塙のすべての台車を停止させる.扇は外醐に向って開〈構造とす

るg

7.2.非常停止スイッテ由設置 安全防謹物で闘うことが堕離な領織では、任意の場所

から容晶に手泊三届く師国に非常停止スイッチを設ける。

8 

8.1.拍酎スイツテ 台主寧主システムの拍動スイツチは1苗所とする.J止とむを待ず祖数の

拍動スイ yチを設ける場合は、キ}スイッテなどによる切替えによって、始動スイッチ

関白インタロックを取り，IJ>つ表示灯などによって拍動スイッチの有効状臨を明確に表

示する.

8.2始動時の安全確認 始動スイ yチ撞作部では拍動に先立つて危険E埴内に作業者

がいないことを碓器できるものとする.

8.3拍動時の等報装置 拍動スイッチ投入後目システムの始動に先立つて、台車の動
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作範圃iこ接している作講区域及び安全防護物で関われていない区域においては、 5秒以

上の普報&出すものとする。

...異常停止挫の再拍動 非常停止及びインタロックによる停止後にシステムの再拍

動をするための回路は、非常停止装置の開放l<Uインタロックによる停止原因の排除後、
異常停止国障を日セットし、再始動スイッチの揖作によって再始動奇行う回路とする.

奔始動スイッテは危瞳E場外に設けるものとする.

9.非常停止スイッチ 台車を停止させるための非常樟止スイ yチを、止の場所10設

置する.また、非常停止スイタチは、十分な強度を有するロ"ク式の5緑色きのこ掃スイ
ッテとする。

，)台車動作範囲への出入ロ

b)安全防穫物で囲うことが図躍な台車の動作領犠

c)入手により直接荷の移載を行う場所

d)台主主の動作範囲に銭している作業区域

e)その他必要な場所

10.可搬形手動操作箱

刊.1.酷動作の防止 当核台車以外的台車が誤動作しないこととする.

10.2.=:霊操作の防止 可由形抽作噂置で操作している聞は、非常停止を時き、弱酷の

台車は悼の操作盤などで揖停できないようなイシタロックと取るものとする.

電0.3胆操作の防止 可掘野晶作装置のスイッチ類は眠動作を防止するための当世ス

イッチの揖桔が判りやすく表示されているものとする。非常停止とそれ臥外のスイッチ

は明確に区別された色、形状及び国霊堂とする。

刊.運転状態表示装置 台車システムには、安会な揖所に台車の運転状態が判る装置

を置け否ものとする.

世台草本体の電源遮断スイッチ 台旗本体には台車自体の電源回路盤新スイッチ

を設ける.

13.レーザ先踊 台車への通信や軒測などの目的でレーザ光組樟器を桂周する場合

はできるだけ低出力(クラス2以下が望ましい)とし、かっレーザ光聞は作謀者の闘の

高さを避けて世置する司

14.表示 表示は、次回とおりとする.

14.1.台車 台本本体の見やすい位置に次の項目を表示する.

0)1彰式 製造業者が呼称する形式高

b)自重

c)定絡荷重

d)定格速度

e)製造年月日又はその略号

f)製造番号

g)蝦造業者名又はその略号

叫 Z目システム表示 台車システムには必要に応じ、見やすい位置に院の項目を表示す

る巴
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.)吉本町台数

b)軌道生長

，)取扱荷聾般大寸法

d)定絡荷量

，)製造年月日又はその時号

f)魁造業者名又はその略号

14.3警告表示 台本には作業者の安生を確樺するために台車本体に必要な警告表示

を取付けるe また、必要に高じて2貯金防盛物、主多輯装置などに必要な繁告表示を取付け

る.

時.取扱説明書 製造業者は全体システムを安全に運用するために、止の事壊を吉む

取担説明書制使用者に提供しなければならない.

.)形式

b)激甚荷量最大寸法且び定絡荷重

，)定格速度

d)構造、主要部名称且びシステムの動作原湿(駆動、総御方法など}

.)安念装置の種諺世び性能、並びに使用上の注意事項

f)自動運転時(拍動時及。呉常発生時そ含む)における安金上の留定事項

.)手動録作の方法

h)保守、点検、被修、揮整作業時の安全線保のための留意事項

')始業点検、定期点検の項目、方語、判定基寧

j)消耗品ジスト及びその交換頻度と交換条件

叩.運用

情.1.作業銀縁 使用者は、安全な作業を確保するために少な〈とも次回事項について
の作業規程を定め、これによって作業を行わせるものとする.

.)台車、軌道及び周辺装置は定期的に点検を行い、その点検内容を包録し、保管すること.

b)運転に際しては、システム全体が安全に動作できるように、台本の軌道正び周辺装置の

韓働状惣を把握できる監視体制省どとること。

c)起動時の安全確認友び起動方法の手間と撞作方法，

d)危険区域など立入り制限後所における作業の方法.

.)異常発生時に作業者がとるべき鎗億.

f)異常解除径の復帰後作方法と安全確認の措置.

g)警告表示の維持管理方法.

帽 Zシステム運用貨桂者 台車システムの起動/轄7方法、吉選定五日周辺装援の操作

方法lこ対し十分な知識を有する責任者を定め、当該実母者の管理の下でシステムを運用

することa

切 3.搬送物の管理

.)パレットなどを繰返し使用する間ーの搬送柏は、変形や破後による荷戯れ、落下などの

危換を訪止するため、正規の状態が維持されていることを確認する，

b)移動動作中、又は走行中の非常停止によって椅戯れを起こさないような荷聾になっ
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ていることを確認する，

16.4始動時の措置 台車システムを題動させるときは、あらかじめ次の事項を確認す

るとともに、一定の合田を定め、関係作業者に合思を出す。

.)システム構成機器設備の異常が表示されていないこと，

b)台車、周辺装置の具常を示す表示(ランプなど)がないこと.

，)設量時におけるシステム全体の状態が維持されていること.

d)台率、馬辺敏器の始業前点検が行われていること。

16.5異常諮生時の措置

. )台車、軌道及び周辺機まきに異常が発生した場合、応急処置を行うために危険証織内へ

立入るときは、作業中であることを表示するなど、当該応急措置を行う責任者の管理以

外のものが古車、周辺機器を操作することを防止するための措置を競ずる，

b)応急措置は周辺の安全が篠保された場所で行う.

16.6，改造に隠する安全確保のための装置

.)導入後の改造に対しては、事業者ど製造業者との閣で安全機能のレベル低下がないよ

うに十分に絢E磁認を行う.

b)改造を行ったときは、その記録をs年以上保存する。
世 7.点検 使用者は次に定めるところにより、台車入軌道について定期検査を行う，

.)作業開始前点検 当日の運行開始前に款の事項について点検を行う.

エ)システム安全機能の点検

1.1)安全肪護物出入口の安全プラグ、キースイッチが正常に作動すること.

1.2)組立作業部、移載部などに設配されている非常停止装置が正常に作動すること.

1.3)軌道終諸都且口軌道切替郊での強制停止装置が正常に作動すること。

2)軌道上の点検 ι 

2，1)台車の走行に支障をきたす障害物がないことa

2.2)台君主を制御するために軌道に取付げられているドグプレート、反射テープ、磁気

テープなどの領傷、はがれがないこと.

3)台車の点検

3，1)障害物検出装置の機鐙

3.2)非常停止装置の揖龍

3.3)警報裳伎の機給

3.4)制動装置の機能

3，5)異常音且び異常復動の有録

b)定期点検

J)製造業者が註定する検査項目、核査方f去、判定基Z担、実施周期の基講に基づき、月

次及び年次点検を案策する圃

2)点検特の記録は3年以上保管する.

廿，教育 {瞳用者は芦働安全甫生浩第四条及び関係省令に定めるところにより、古車

システムの関係業事に世事させる作業者に対し、必要教育を笑撞するものとする，

17.1教育の内容 取担説明書に基づき実施する.
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，)安全議官家事項

b)構器諸元

0)主要構成郎品の櫨龍・作動原理

的軌道台車システムの有する描能

e)運転判胃

f)異常時の処理及び復帰方法

g)保守点検

刊 2.教育担当者
，) システム導入時は、製造業者の誼帯者を教育担当とする.

b) 導入後の定期的な安全教育は、導入教育を畳けたシステム管理責告者又は製造巣者

の技捕者を教育担当者とする.

廿ふ実施周期 教育は少なくとも年1回以上定期的に実施する.また、作業者が交代

する場合には、新しい作業者に遅滞なく取扱い安全教育を実施する.

唱7.4.記蝿 融宥を行ったときは、宝講者、数育指当者、教育内容などについて記揖し、

3年目上保存する。

関連規格 JAVASA06 宥軌道台車用語
JAVASAI田空間有軌道台車一安全通知l
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J IVAS A07-l998 (案}

地上有軌道台車一安全通則 解説

この解説は、本体に親書した事柄及びこれに関連した事柄を説明するもので、現格的ー

部ではない.

1.制定の趣旨lkrl'睦陣 我が留のエネルギ}供給制修理の脆弱位、更には地球環境問題の

顕在北なrに伴い、物拙システム機器のエネルギー対掃の重要性は高まっている.無人搬
遇措器についても、システムとしてエネルギ『問題に取組む必要があり、そのためには池

上有軌道台車、空間有軌道台車などに聞する安全性、信頼性などの標箪化の基盤を確立す

ることが必要である。これらの背景を踏まえて宥軌道台車の揮2削むを行うことによって有

軌道台車の普及技術の努展を調的とするa

この規格は、通商産業省工業技術官委託(財団法人宮本規格協会存委託)に2毒づき社団

法人日本産業車両協会が、中立・号本時経験者、製造業者、使用者から成る f無人級王きシス

テムの標準化に関する掴査研究委貝会Jを紘揖し、平成7年度を初年度とする 3か年のr無
人蝿畳システムの揖相ιに闘する調査研兜j継続事業の成果のうち、次回日本産業掌両協
会続絡 IJNAS)のーっとして作成したものである.

JIVASA06 (制定原案} 有軌道台本一用語

J町ASA07I制定源泉) 地上有軌道台車安全遜則

証VABA08(制定原案) 空間有軌道台車一安全遜則

2.審畠内容の要点

， )適用健闘 有軌道台車の使われ方は、その暁用環境、使用罰的且びその機権など千

差万別であり、これらをー律の規晶で待することは技術的に困難であるばかりでなく

桂済合理面からも現実的ではない。従ってとの規格では r屋内において震津用に使用

し他の部分と隔離された走苗{専用走路)でかつ軌道を有し臨迭を主な罰的とし、自

動運転される池上有軌道台車の安自について規定した，

ここでいう産業用の池上有似遺台本とは‘工場、物流センタなどのように、特定の

作業者が使用するものとする.病院、図書館、事務所などで釦婦される同等の台車に

ついては、その使用形陸、使用機器の特徴に応じた安全を考える必翼があるためこの

揖格からは韓外した.

産業用の地上有軌道古車の控用罰的は、 「生産機掛の一部を構成する有軌道台車』、

組立作業などの生産工程を構成する有軌量台牽」、 「いわゆる搬珪を目的とした有軌

道台車』に穴別できる.生産描械四一部を構成すo有軌道台車や生産工程を構成する

有軌道台車に関する安全l立、それぞれの生産機構や生産工程の安全概念の中で考える

必要があるためこの盟格からは除外した.

産業用の地上有軌道台率のなかには、ある範囲においては生産ヲインの 部として、

他の範囲においては搬送を主闘的とするものもある.このような有軌道台車において

は、融送を=注目的とする部分においてはこの規格の遊用範図とし、生産工程の部分に
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おいてはその生産工程の安全概念の中で必要とされる対応を取ることとする。生産量機

械の一郎を構成する、若しくは生産工程を構成する奪業用の地上宥軌道台車にあって

も可能な限り本規格に講じること';1望ましい.

産業用の地上有軌道台車のなかには、走行駆動装量として日ニアモ』タを臣用する

ものもあるが、その使用環鏡、使用毘的、制御特憶が一般の産業湾の地上有軌道省寧

とは異なる場合が多いためこの揖格から除井した，

いわゆる揖送を質的とする産業用の有軌道台本のうち、区麗された走路を有しない

有軌道台車は、区関された走路含有する有軌道台車に比べて安全面においてより厳し

い対応が必婆であるためこの続格からは除外している，このような有軌道台車の安全

に聞してはJISD 6802 (無人搬送車システムー安全通則)に講じることが盟ましむ、。

b)走行速度の制醒 台車が安会肪護物で関われていない領械を O.25m/ s以上の速度

で走行する場合はこの銭績に関しては兼用走絡の有軌道台本とみなし ]ISD6802(傑

人世送車システムー安全通則IC4.4障害物接触パンパと衝突防止Jに精じた安全対策
を緯じることが望ましい.
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